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【平成19年度・前期学期・マクロ経済学Ｉ・課題3】

【問1】 平成19年5月17日付け『日本経済新聞』（夕刊) 「ＧＤＰ実質成長2.4％」という記事を読んで答えなさい。

(1) 実質ＧＤＰと名目ＧＤＰの違いを述べなさい。

(2) 海外部門を含むＧＤＰの恒等式はどう表されるか数式で示しなさい。（ただしＸを輸出、Ｍを輸入として、そのほかの変数は講義で使用した記号を使うこと。またそれぞれの記号が表す意味を書きなさい。）

(3) この記事では、平成18年度第四四半期（平成18年1月から3月) のＧＤＰ成長の主たる要因（牽引役）（イ）の恒等式のどの部分に当たるかのべなさい。また、その成長率はどの程度であるか？
(4) （ウ）の牽引役に対して、伸び率がマイナスとなったものは、（イ）の恒等式のどの部分か述べなさい。またその率はどの程度であるか述べなさい。） 

(5) 日本は、デフレ傾向にあるといわれているが、

1 デフレとはどのような現象か述べなさい。

2 この記事では、デフレ傾向がのように変化したと述べている説明しなさい。また、そのとき、デフレを測る指標となっているのは、どの経済指標か？

(6) この記事の解説では、今後のＧＤＰの成長の鍵を握るのは、経済のどの部門であると述べているか、またその理由をまとめなさい。
【問2】 次のように、ある閉鎖経済についてのケインズモデルが与えられているとき、後の問に答えなさい。また、関連するグラフを描くこと。
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としたとき

(1) 均衡における国民所得水準はいくらか
(2) 完全雇用国民所得水準（潜在生産高）を150とするとき、いくらのデフレギャップもしくはインフレギャップが存在するか。

(3) (イ) の完全雇用国民所得水準を実現させるためには、政府支出の増減はどの程度必要か？

